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１．はじめに 

 

ベンチャー企業は、新規性の高い製品・サ

ービスによって新市場を造りだすポテンシャ

ルがあり、産業振興において重要な役割を果

たすプレイヤーの一つである。  

米国には、短期間で大企業に成長したり、

上場したりした「メガ・ベンチャー」と呼ば

れる企業が数多く存在し、主要なメガ・ベン

チャーの時価総額は、日本の大企業を大きく

上回っている（図表１）。  

 

 

図表１ 米国のメガ・ベンチャーと日本の大企業の時価総額の比較 

  

出所）経済産業省「ベンチャー有識者会議 とりまとめ」（平成 26 年 4 月公表）、  

Yahoo!ファイナンス（平成 29 年 3 月 16 日）をもとに NRI 作成 

 

米国のメガ・ベンチャーには、Google や

Yahoo!、Facebook 等、大学の技術や関係者

を起点に創出した大学発ベンチャーが複数あ

る。一方で、わが国にはメガ・ベンチャーは

まだ少なく、大学発ベンチャーに至っては米

国に匹敵する成功事例はほとんど存在しない。 

日本政府は、大学発ベンチャーをイノベー

ションの担い手として期待し、創出促進を目

的に「大学発ベンチャー1000 社計画（平沼プ

ラン）」*１を平成 13 年度に制定した。こうし

１４９兆円 ９８兆円

会 社 名 兆円

1 トヨタ自動車(株) 21.06

2 (株)ＮＴＴドコモ 10.86

3
(株)三菱ＵＦＪ
フィナンシャル・グループ

10.83

4 日本電信電話(株) 10.36

5 ソフトバンクグループ(株) 9.38

6 ＫＤＤＩ(株) 7.92

7 日本たばこ産業(株) 〔ＪＴ〕 7.57

8 日本郵政(株) 6.73

9 (株)ゆうちょ銀行 6.53

10 本田技研工業(株) 〔ホンダ〕 6.44

合 計 97.68

【 米国のメガ･ベンチャー 】 【 日本の大企業 】

 

今後の大学発ベンチャー向け支援のあり方 
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*1 経済産業省「新産業・雇用創出のための重点プラン（平沼プラン）」のうち、大学等における研究成果を

活用し、わが国の産業競争力の強化を図るための戦略を「大学発ベンチャー１０００社計画」として発

表した。  
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た産学官による各種支援策を背景に、大学発

ベンチャー数は増加し、平成 15 年度末に

1,000 社計画を達成した。その後も設立数は

概ね増加傾向にあるものの、前述のとおり、

目覚しい成功事例は僅かである（図表２）。  

 

 

図表２ 日本における大学発ベンチャーの総数の推移 

 

出所）経済産業省「平成 28 年度産業技術調査事業大学発ベンチャーの設立状況等に関する調査」（NRI 受託）  

（平成 29 年 4 月公表） 

 

これからは、増加している大学発ベンチャ

ーを日本の大企業や米国のメガ・ベンチャー

と同等の規模まで成長させることが、イノベ

ーションを求める日本の産業界において肝要

である。 

本稿では、成長ステージ別に大学発ベンチ

ャー支援の問題点と課題を整理し、今後の支

援策の参考となる事例を紹介したい。  

 

 

２．大学発ベンチャー支援の問題点と課題 

 

ベンチャー企業の成長ステージには、一般

的に「研究ステージ」、「開発ステージ」、「事

業化ステージ」、「産業化ステージ」の 4 つの

区分が存在する（図表３）。  

大学の場合は、「研究ステージ」の多くを大

学の研究室で実施し、その研究成果（技術シ

ーズ）をもとに、「開発ステージ」の製品コン

セプト設計に進む。以前は、「研究ステージ」

から「開発ステージ」に進む際に、次に述べ

る 4 つが大学発ベンチャー設立の主な阻害要

因となっていた。 
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図表３ 成長ステージ別にみた大学発ベンチャー数のイメージと支援の状況 

 

 

１）大学研究者としてのマインドの強さ 

・大学の研究者の使命は、「基礎研究や応用

研究の成果を社会に提供することにより、

社会の発展に寄与すること*２」、「学生を

教育すること」等であるため、経済活動

は控えるべきという価値観から起業が進

まなかった 

・起業に必要な資金や経営リスクを考える

と、なかなか起業に乗り出せなかった  
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*2 文部科学省「教育基本法」第二章 教育の実施に関する基本 （大学） 第七条 大学は、学術の中心と

して、高い教養と専門的能力を培うとともに、深く真理を探究して新たな知見を創造し、これらの成果

を広く社会に提供することにより、社会の発展に寄与するものとする。  
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２）研究者の発想手法の違い 

・製品コンセプト設計にはニーズ指向の発

想が必要であり、シーズ指向を得意とす

る多くの研究者とマッチしなかった  

 

３）外部ネットワークの弱さ 

・研究者が製品コンセプト設計等を外部の

支援者に依頼しようとしても、ネットワ

ークや他者とのかかわりが少なく、マッ

チングが難しかった 

・大学では多種多様な研究がされているた

め、製品化可能な技術シーズを探しだす

ことは容易でなかった。従って、外部支

援者が技術シーズを見つけることは困難

を極めた 

 

４）大学の規制・ルール等の厳しさ 

・大学の使命も１）と同様のため、基本的

に大学の規程や規制（利益相反規程、職

務発明規定、兼業規制等）は大学発ベン

チャー経営に相応しくなく、１）～３）

を満たしても、予定どおりに起業できな

かった 

 

しかし、「大学発ベンチャー1000 社計画」

が発表された平成 13 年頃から、官公庁、自

治体、大学、シンクタンク等の支援が増加し

た。平成 26 年 1 月に「産業競争力強化法」

が施行されたことによって、国立大学のベン

チャーキャピタルへの出資が可能になり、政

策による積極的な支援が行われている。その

結果、これら 4 つの阻害要因は解消されつつ

あり、開発ステージに進む研究者（または大

学外部にいた経営者候補等）が増えたことか

ら、大学発ベンチャー設立数も増加した。  

一方、支援については、現在は開発ステー

ジ向けが中心であり、事業化ステージ向けは

少ない*３。今後、成功事例を創出するには、

事業化ステージにいるベンチャー企業の支援

を強化し、成長を促す必要がある。もちろん、

現在の開発ステージ向け支援を改善すること

も考えられるが、本稿では不足している事業

化ステージへの支援に注目する*４。ただし、

事業化ステージ以降は大学発ベンチャーも一

民間企業となるため、ここでいう支援は「行

政の充実した支援」という意味ではないこと

に注意いただきたい。つまり、開発ステージ

を終えた大学発ベンチャーが次の協力者とな

り得る民間企業（製造業、メディア、ベンチ

ャーキャピタル等）と円滑につながるために

は、仲介役となる産官学連携の支援が必要と

いう意味である。 

 

 

３．大学発ベンチャーの事業化に向けた推進

強化 

 

事業化ステージでは、販売体制の構築や生

産体制の構築が求められ、開発ステージより

も多くの人材や資金が必要になる。特に、販

売体制の構築にあたっては、経済産業省「大

学発ベンチャー調査」（平成 27 年度、平成 28

年度実施）において、「外部支援者（アドバイ

ザー等）の協力を受けること」、「外部の営業

経験者を体制に取り込むこと」の重要性が定

量的に示されている。  

事業化に成功したベンチャー企業十数社に、

「どのように外部支援者の協力を得ている

か」、「どのように外部人材の取り込みを行っ

ているか」についてヒアリングしたところ、

*3 ここでいう支援とは、同一ステージ内での成長を促すものである。  

*4 NRI の過去の調査では「開発ステージ」における支援策もまだ不十分という意見も多く聞かれた（例え

ば、「行政の補助金が利用しにくい」、「大学側の規制・ルール・体制が整っていない（利益相反、知財ポ

リシー、職務発明、兼業規制等）」、「Proof of Concept が難しい」等）。本稿では「事業化ステージ」向

けの支援に注目したが、引き続き「開発ステージ」向けの支援の改善も重要である。  
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「前職の伝手や教授の知り合いなど属人的な

つながり」や「イベント等への参加」という

回答が多く得られた。一方で、事業化に成功

していない企業へのヒアリングでは、「外部支

援者・外部人材と出会う機会が少ない」や「都

心から離れているため、イベントへの参加に

手間がかかる（難しい）」との回答が得られた。

この結果から、「いかにして属人的ではなく、

イベント等の場所によらない出会いを提供で

きるか」が課題の一つとして考えられる。  

この課題の解決事例として、事業化ステー

ジ向け支援をしている米国の TechCrunch 社

の取り組みを紹介する。 

 

１）事例１：TechCrunch 社のデータベース 

米国のオンラインビジネスメディアである

TechCrunch 社は、CrunchBase を構築・運

用している。CrunchBase は、ベンチャー企

業の経営や資金調達の状況を逐次アップデー

トしているデータベースである。掲載情報は

企業によるものの、投資機関や大企業等によ

る M&A の記録、著名イベントへの登壇実績、

大学の名称等の項目が細かく整理されている。

一般的に、ベンチャー企業は上場企業が少な

いことから、一元的に俯瞰できる情報媒体が

ないことが課題となっている。そのため、企

業や機関は、各社のウェブサイトを着実に読

み込んだり、イベントや個人的な人脈を通じ

てベンチャー関係者に会ったりすることで、

ベンチャー企業に関する情報収集をしている。 

しかし、CrunchBase は、ベンチャー企業

の情報を俯瞰して比較検討したり分析したり

でき、「ベンチャー探し」をする大企業や投資

機関等の活動を効率化している。加えて、運

営母体である TechCrunch 社のオンラインメ

ディアでは、有望なベンチャー企業を取り扱

う記事を高頻度で配信しており、その情報源

のひとつが CrunchBase であると考えられる。 

このように、オンラインでの公開やメディ

アとの連携を通じてベンチャー企業の露出を

高め、支援者との出会いを促進する機能がデ

ータベースの価値の一つといえる。データベ

ースという手法を通じて、日本でもこうした

取り組みを行い、「ベンチャー探し」をしてい

る大企業や投資機関等の活動を効率化するこ

とで、大学発ベンチャーへの仲介役としての

支援の実現が見込まれる。  

大学発ベンチャーは、大学研究室のスピン

オフ活動にとどまる等、企業としての情報発

信にあまり積極的でないため、既往のベンチ

ャー企業のデータベースに掲載されない場合

が多い。このことからも、大学発ベンチャー

を重視したデータベースが求められているの

ではないか。しかし、このようなデータベー

ス構築には時間がかかるため、中長期的な支

援に加えて短期的な支援も必要となる。 

短期的な支援の示唆となる事例として、短

期間で効果を上げ、事業化に成功した大学発

ベンチャーがある。その事例として、名古屋

産業大学グリーン・ソーシャルビジネスを紹

介する。 

 

２）事例２：名古屋産業大学グリーン・ソー

シャルビジネス（名産大 GSB） 

名産大 GSB は、測定機器の開発・販売、

並びに測定機器を使った調査業務・コンサル

ティング業務を実施している大学発ベンチャ

ー企業である。名産大 GBS は営業体制に外

部人材を雇用していないものの、学生教育の

一環として同大学の学生をインターン生とし

て迎え、学生が提案・販売業務を実施するこ

とで販売先の拡大やパートナー企業の取り込

みに奏功している。 

販売先はその地域の中小企業であり、CSR 活

動（名古屋産業大学の行う学生教育への協力）

の観点を兼ねて、名産大 GSB の学生による

事業提案を受け入れる機会を設けている。   



NRI パブリックマネジメントレビュー April 2017 vol.165  －6－ 
当レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法および国際条約により保護されています。 

Copyright© 2017 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. No reproduction or republication without written permission. 

同様に、パートナー企業も学生教育という

理念に同調し、名産大 GSB とのパートナー

シップを継続している。つまり、名産大 GSB

は、「教育」という大学ならではの強みを活か

して、販売先・パートナー企業との交渉・契

約を実現している。 

外部支援者の協力を得る（または、外部人

材を獲得できる）まで、このような取り組み

を実施することで、事業開始後の販路構築に

つなぐことができると考えられる。大学発ベ

ンチャーは教育のほか、大学のブランド力、

研究者ネットワーク等の強みも持つ。これら

の強みを活用し、大学と大学発ベンチャー、

企業（名産大 GSB の場合は地域の中小企業）

の連携を進めることも可能だろう。  

 

 

４．おわりに 

 

平成 28 年度に、日本経済再生本部が「ベ

ンチャー・チャレンジ 2020」を発表した。 

日本では、新たな産業創出と雇用創出の担

い手として、ベンチャー企業に大きな期待が

寄せられている。開発ステージだけでなく、

事業化ステージへの支援を産官学が連携して

進めることで、産業化ステージに到達し、支

援の手を離れても、自由競争の中で勝ち残っ

ていく大学発ベンチャー企業が多く創出され

ることを願う。 
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